
知事の都議選公約

はダンマリで容認

赤ちゃんにもかかる「均等割」

　安倍自公政権が、“東京に偏った税収を他の地方自治体に分配
する”として都税からさらに年4200億円をとりあげることを決め
てしまいました。地方自治体の不足分は、富裕層や大企業への課
税を強めるなどして国が手当てするのがスジです。国保料の軽
減、保育園の整備、首都直下地震への備えなど、大都市ならでは
の資金が東京には必要です。不当な収奪はやめるべきです。

国と自治体の責任で引き下げを

許せません！ 前年度につづき、都議の「ボーナスアップ」

豊洲新市場
開場しても残されている3つの問題点

安倍自公政権が都税吸い上げ

ひとり6万円アップ 共産、据え置きを共同提案

自 民 公 明 立 憲 都ファ

1 汚染除去の見通しなし 2 新市場で相次ぐ不具合 3「築地は守る」はどこへ

※いずれも国保料（税）の減額を受けていない場合。

共産党都議団など4会派で条例提案の記者会見。共産からは、清水ひで子、池川友一都議が参加
（左から1、2人目）


